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インドネシア・インドの競争政策の動向 

2026 年３月６日 15:00～17:20 

講師：インドネシア日本国大使館 一等書記官   藤井 良太氏（インドネシア） 

             公正取引委員会事務総局 官房国際課    山下 博之氏（インド） 

 

Ⅰ．インドネシアの競争法・競争政策について 

１．総論 

（１）インドネシアの政治・経済状況 

・人口：約 2.8 億人(日本の約 2 倍)、面積：192 万㎡(日本の約 5 倍) 

・元首： プラボウォ・スビアント大統領、2024 年 10月 20日就任。 

・2025 年実質 GDP1 京 3580 兆ルピア(約 125 兆円)、前年 5.11％増 

 

（２）競争法の名称・競争当局 

・独占的行為及び不公正な事業競争の禁止に関する 1999 年法律第 5 号。 

・事業競争監視委員会（KPPU：Komisi Pengawas Persaingan Usaha又は ICC：Indonesia 

Competition Commission）。大統領の直轄組織。9名の委員で構成される委員会。委員長はファン

シュロー・アサ 

・KPPU の予算 

 2024 2025 2026 

KPPU 予算 Rp1342 億 

(約 12億円) 

Rp1054 億 

(約 9.7億円) 

Rp1635 億 

(約 15億円) 

公取委予算 121 億 8800 万円 158 億 4500 万円 131 億 4400 万円 

 

（３）KPPU の執行状況 

・2018 年～2023 年の事件合計 105 件を分類すると、合併・買収の報告遅延事件 45 件、入札談合

事件 40件、入札談合以外の事件 13 件及び中小パートナーシップに係る事件 7 件であった。これ

らのうち、合併・買収の報告遅延及び入札談合が圧倒的な割合を占める。 

・2018 年～2023 年の制裁金は合計約 Rp460 億(約 4.2 億円)に留まる。しかし、2024 年は単年合

計で Rp575 億(約 5.1 億円)であった。また、2025 年は、Google事件で Rp2025 億(約 20億円)、

Sany トラック事件で Rp4490 億(約 41億円)が課されている。 

・その他の執行状況 

 2020 2021 2022 2023 2024 

申告受理件数 

(件) 

KPPU 134 92 146 144 78  

公取委 2713 2805 2991 3228 3038 

新規着手割合

(%) 

KPPU 28  51 24 22 100 

公取委 3 4 3 4 3 

企業届出件数 

(件) 

KPPU 124 195 78 106 156 

公取委 266 337 306  345 437 
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・ASEAN 各競争当局の職員経歴比較 

インドネシア スタッフの 90％以上が競争分野で 5 年以上の経験 

ブルネイ スタッフの 40％が競争分野で 5 年以上の経験、60％が 5 年未満の経験 

カンボジア 競争分野での経験は 1~2 年が主流 

ラオス 競争分野で 5～7年程度の経験が数名、その他は 1~3 年程度の経験 

マレーシア 競争分野で豊富な経験を持つスタッフもいるが、1~3 年のスタッフも多数 

ミャンマー 競争分野の経験 1~2 年が大半 

シンガポール スタッフの平均年齢 36 歳、勤続年数 7.5 年 

タイ スタッフは少なくとも 1年以上の経験 

フィリピン 競争分野での未経験者も受け入れることがある 

ベトナム 職員の大半は 10年以上の勤務歴。但し専門的経験は限られる 

 

（４）まとめ 

・インドネシアの競争法は 1999 年制定以来大規模な改正なし。企業結合事前届出制など近代化が

急務。予算額も十分とは言えない。 

・いままで大規模な改正はされていないが、現在、競争法改正案が国会にて審議中である。 

・また、KPPU は、執行活動は活発といえ、さらに、他のアセアン競争当局と比べ職員数、職員

のキャリアも相当なものであることから、アセアン域内で 1~2 位を争う実力を兼ね備えた競争当

局といえる。 

 

２．各論 

 

（２）委員会規則 2023 年第 2号（審査規則） 

①KPPU の審査手続フロー 

 

                  

          

 

 

・処分前手続である「予備審問」において、被疑事業者が違反を認めており、且つ十分な証拠が

あること、社会経済への影響が小さいなどの場合、「本審問」を行うことなく、予備審問終了後直

ちに委員会決定が行われることがある。これを迅速手続という。 

 

②行動変更 

・日本の確約手続に類似。審査及び予備審問の段階で利用可。 

但し、価格拘束、市場分割、カルテル、入札談合、企業結合に係る報告遅延には利用不可。 

 

③処分内容 

・合意の破棄、行為の停止、損害を被った者への補償支払 

職権 

探知 

申告 
予備 

審査 

審査 予備

審問   

本 

審問 委員会 

決定 

確定

審査 

商事 

裁判所 

最高 

裁判所 
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・制裁金：主に下記基準に基づき決定 

 ⅰ事業者が市場で得た純利益の最大 50％又は総売上高の最大 10％ 

 ⅱ軽減事由及び加算事由を考慮 

 ⅲ事業者の支払能力 

 

（３）委員会規則 2023 年第 3号(企業結合規則) 

・事後報告制：企業結合効力発生日から 30 営業日以内に KPPU に届出（競争法第 29 条） 

・届出閾値：インドネシアでの総資産 Rp2.5 兆(約 230 億円)以上、又は総売上高 Rp5 兆(約 460

億円)以上。 

・実務上の注意点： 

 ⅰ期間の計算：KPPU は、期間の計算において、初日を計算に含めることが一般的傾向 

 ⅱKPPU 調査案件の約半数が企業結合報告遅延事案 

 

（４）日系企業に対する近年の KPPU 執行事例 

①三井物産グループによる報告遅延事例1 

・三井物産及び豪州三井物産は豪企業 Position Partners Pty の株式 50％超を取得。2022 年 6月

29日に取得代金支払完了。KPPU への報告 2022 月８月 10 日で、1日遅延。よって、Rp10 億の

制裁金が課された。 

②NTTドコモによる報告遅延事例2 

・NTTドコモは、2023 年 10 月に日本企業インテージホールディングスの株式取得。KPPU への

報告遅延により 2026 年 3 月 9日予備審問開催予定。 

 

（５）最近の競争法違反事件・企業結合事案 

①Google事件 

・Googleは、Google Play Store においてアプリケーションを配信するディベロッパーに対して

Google Play Billing System の使用を義務付け、これに従わなかった場合にアプリの削除するなど

した。KPPU は 2025 年 1 月、競争法第 17条及び第 25 条違反と認定し、Rp2025 億(約 19億円)

制裁金を課した。 

・制裁金は 2022 年 6 月 1 日から 2024 年 12 月 31日における Googleのインドネシア市場での売

上高が使用されたもよう。 

・Googleは商事裁判所に訴えたが、2025 年 6月 19 日敗訴。現在、最高裁に上訴中。（※2026 年

3 月 10 日、最高裁は Google の上告を棄却する判断を下した。） 

②TikTok 企業結合事案 

・2024 年 1月、TikTok はインドネシアの電子商取引企業 Tokopediaの株式 75％超を取得。 

・2025 年 6月 17日、KPPU は同株式取得を条件付で承認。 

 

 
1  https://kppu.go.id/en/news/kppu-sanctions-mitsui-idr-1-billion-for-delay-in-notification 

2  https://kppu.go.id/en/news/kppu-schedules-examination-of-japanese-cellular-operator-ntt-

docomo-next-week 
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Ⅱ．インド競争法の動向 

１．インド経済と競争政策の位置付け 

・実質 GDP成長率７％台。2025 年度名目GDP4 兆ドル強の見込で世界 4 位へ。 

・デジタル市場の急成長。人口 14 億人。 

・独立 100 周年にあたる 2047 年までに先進国入りを目標。 

・一方、製造業は期待ほど伸びず、巨額の対中貿易赤字に直面、保護主義からの脱却、競争力確

保、輸出の増加、良質な雇用創設が鍵。いわゆるトランプ関税の大幅引上げに反発している。 

 

２．インド競争法3の制度構造 

（１）2002 年競争法 

・1969 年独占及び制限的取引慣行法(The Monopolies and Restrictive Trade Practice Act, “MRTP

法”)は、規制緩和、計画経済から市場経済への経済改革、グローバリゼーションへの対応困難。

→2002 年競争法が制定された。EU 競争法を参照している。 

 

（２）執行体制の特徴 

・委員会(Competition Commission of India, “CCI”)  

委員長と 2 名以上 6名以下の委員により構成される 

・委員会判断と調査総局(Director General)の機能分離 

・不服申立：2017 年競争審判所が廃止され、その機能を国家会社法上訴審判所(NCLAT)が引き

ついた。NCLAT の決定に不満があれば最高裁で争うことになる。 

 

３．反競争的協定規制(競争法第 3条) 

・協定が競争に実質的悪影響(“AAEC”, Appreciable Adverse Effect on Competition)を及ぼすか否

かで判断。参入障壁、競争者排除、消費者利益、効率性等を総合考慮する。 

 

４．支配的地位濫用規制(競争法第 4 条) 

・支配的地位と濫用行為の組み合わせ。市場支配的地位を有しているか、濫用行為があるかどう

かを判断する。 

 

５．反競争的協定及び支配的地位濫用に対する執行手続 

（１）フロー 

 

                                  

 

 

 

3 https://www.cci.gov.in/legal-framwork/act 

申告 
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https://www.cci.gov.in/legal-framwork/act
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（２）リニエンシー制度(Lesser Penalty)4 

・リニエンシープラス導入(2024 年)：追加申告されたカルテルについて通常のリニエンシー減免

＋先行カルテルについて最大 30％の追加減免 

  

（３）確約・和解制度 

・確約：違反認定前に事業者が是正措置を自主提案し、CCI がこれを承認する5。 

・和解：調査開始後に事業者が手続終結を求め、CCI が条件付で承認。制裁金 15％減免6。 

 

６．企業結合規制7 

（１）届出基準 

当事会社レベルとグループレベルの 2 段階基準 合算資産又は合算売上高 

インド 企業結合当事会社 INR250 億 INR 750 億 

企業結合当事会社のグループ全体 INR 1000 億 INR 3000 億 

インド 

国内＆国外 

企業結合当事会社 US$12.5 億8 US$37.5 億9 

企業結合当事会社のグループ全体 US＄50 億10 US$120 億11 

・届出基準に該当する企業結合については、当事者の承認日、又は契約締結日から 30日以内に 

届出義務がある。 

・デジタル案件への対応として取引価値基準が導入された（2024 年 9月 10 日施行）  

取引価値総額が INR200 億以上、且つインド国内対象事業者(被買収者)が「インド国内で実質的な

事業運営（Substantial Business Operations）」を行っている場合。 

 

（２）手続の特徴 

①待機期間 

・通常は 30暦日であるが、延長されても最長 150 暦日である。 

②届出様式・手数料 

様式１ 必要情報が限られている最短の様式。当事会社の関連市場合算

シェア 15％以下の水平結合、25％以下の垂直結合に使用。 

届出料 

INR300 万 

様式２ 詳細な情報が求められる様式。当事会社の関連市場合算シェア

15%超の水平結合、25%超の垂直結合に使用。 

届出料 

INR900 万 

③みなし承認制度 

・届出が受理されてから 150 暦日を過ぎても当局から連絡が無い場合。 

 
4 https://cci.gov.in/images/stakeholderstopicsconsultations/en/gazette-notification-published-on-20-february-

2024-regarding-the-competition-commission-of-india1708452417.pdf 

5 https://www.cci.gov.in/legal-framwork/regulations/94/0 

6 https://www.cci.gov.in/legal-framwork/regulations/93/0 
7 https://www.cci.gov.in/combination/combination/filing-of-combination-notice/introduction 

8 うちインド国内で INR 125 億以上 

9 うちインド国内で INR 375 億以上 

10 うちインド国内で INR 125 億以上 

11 うちインド国内で INR 375 億以上 

https://cci.gov.in/images/stakeholderstopicsconsultations/en/gazette-notification-published-on-20-february-2024-regarding-the-competition-commission-of-india1708452417.pdf
https://cci.gov.in/images/stakeholderstopicsconsultations/en/gazette-notification-published-on-20-february-2024-regarding-the-competition-commission-of-india1708452417.pdf
https://www.cci.gov.in/legal-framwork/regulations/94/0
https://www.cci.gov.in/legal-framwork/regulations/93/0
https://www.cci.gov.in/combination/combination/filing-of-combination-notice/introduction
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④即時承認制度(Green Channel) 

当事会社、グループ会社間で、水平的競合関係、垂直的関係、補完的関係が無い場合に適用。 

 

７．近年の重要事例 

（１）Google Android 事件12  

・アンドロイド搭載端末に、グーグルモバイルサービス（GMS）が事前に搭載され、これを端末

メーカーに強制している行為に対して、2022 年 10 月 20 日、委員会は、制裁金 INR1337 億 7600

万を課すとともに指定期間内に是正措置を命じた。 

Google は 2023 年 3月 NCLAT へ不服申立。さらに 2023 年 Googleと CCI は最高裁に上訴し、

係争中。 

 

（２）Google Play Store事件13  

・プレイストアでの購入やアプリ課金につき、第三者決済サービスを制限した。2022 年 10 月 25

日、委員会はこのような取引方法を停止するよう指示し、制裁金 INR93億 6440 万を課した。 

・Googleは 2025年 3月NCLAT へ不服申立。さらに最高裁に上訴し、係争中。 

 

（３）セメントカルテル事件14 

・インドセメント事業者団体を通じてセメント 11社が情報交換を行い、生産量調整、価格 

調整を行った  

・2016 年 8月 31日、委員会は、11事業者及び事業者団体に制裁金合計 INR671 億 4830 万の制

裁金を課した。 

 

（４）ビールカルテル事件15 

・インドにおいて、United Breweries（UB）, Carlsberg India（CBI）及び Anheuser Busch InBev 

(AB InBev)が事業者団体 the All India Brewers Association（AIBA）を調整役として、2009 年か

ら 2018 年まで価格協定を行った。 

・AB InBev の自主申告で事件が明らかになり、2021 年 9月 24 日、委員会は UB と CBI に合計で

INR870 億の制裁金を課した。 

 

（５）LPGシリンダー(LP ガスボンベ）カルテル事件16 

 

12 https://www.cci.gov.in/search-filter-details/4639 

13 https://www.cci.gov.in/search-filter-details/4643 
14 https://corporate.cyrilamarchandblogs.com/2016/11/curious-case-cement-

cartel/#:~:text=The%20Cement%20Cartel%20case%20originated%20in%202010,relevant%20provisions%20of%2

0the%20Competition%20Act%2C%202002 

15 https://www.cci.gov.in/media-gallery/press-release/details/49/0 

16 https://www.legaloneglobal.com/deal/Indias-NCLAT-upholds-competition-commissions-cartelisation-findings-

against-LPG-cylinder-manufacturers-1682502936249 

https://www.cci.gov.in/search-filter-details/4639
https://www.cci.gov.in/search-filter-details/4643
https://corporate.cyrilamarchandblogs.com/2016/11/curious-case-cement-cartel/#:~:text=The%20Cement%20Cartel%20case%20originated%20in%202010,relevant%20provisions%20of%20the%20Competition%20Act%2C%202002
https://corporate.cyrilamarchandblogs.com/2016/11/curious-case-cement-cartel/#:~:text=The%20Cement%20Cartel%20case%20originated%20in%202010,relevant%20provisions%20of%20the%20Competition%20Act%2C%202002
https://corporate.cyrilamarchandblogs.com/2016/11/curious-case-cement-cartel/#:~:text=The%20Cement%20Cartel%20case%20originated%20in%202010,relevant%20provisions%20of%20the%20Competition%20Act%2C%202002
https://www.cci.gov.in/media-gallery/press-release/details/49/0
https://www.legaloneglobal.com/deal/Indias-NCLAT-upholds-competition-commissions-cartelisation-findings-against-LPG-cylinder-manufacturers-1682502936249
https://www.legaloneglobal.com/deal/Indias-NCLAT-upholds-competition-commissions-cartelisation-findings-against-LPG-cylinder-manufacturers-1682502936249
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・本件は、公共調達分野における執行事例であり、国営石油会社向け入札において、入札参加事

業者により、同一価格応札、一斉撤回等によって入札価格の操作が行われていた。同一 IP アドレ

スからの書類提出など、間接証拠の積み重ねにより、組織的な入札談合が認定された。 

  

（６）自動車運搬船カルテル事件17 

・日本郵船、川崎汽船、商船三井、日産専用船の 4 社が 2009 年から 2012 年、複数航路で自動車 

運搬専用船の運賃カルテルを行った。  

・委員会は、年 1月 20日、日本郵船がリニエンシー申請 1番で制裁金なし。  

 

（７）マルチ・スズキ事件18 

・マルチ・スズキは、自社の自動車に対し、ディーラーが独自の判断で消費者への値引きを行う

ことを制限し(Discount Control Policy)。この方針に違反したディーラーには、罰金や高級モデル

の供給停止などの制裁を行っていた。 

・2021 年 8月 3 日、委員会は、競争を阻害する行為と認定し、約 INR20 億の制裁金を 60 日以内

に納付するよう、そして方針を禁止・撤回するよう命じた。 

・マルチ・スズキはこの判定を不服として、NCLAT に上訴し、現在も係属中である。 

 

８．総括 

（１）2023 年改正競争法(企業結合審査基準、リニエンシープラス、ハブ・アンド・スポーク型カ

ルテル、和解・確約、制裁金算定基準など)を順次運用開始している。 

（２）デジタル分野での競争法の存在感が拡大している。 

（３）インド市場及び経済が、そして CCI が国際的存在感を高めている。 

以上 

 
17 https://www.pib.gov.in/PressReleaseIframePage.aspx?PRID=1792247&reg=3&lang=2 

 

18 https://www.pib.gov.in/PressReleaseIframePage.aspx?PRID=1748288&reg=3&lang=2 

https://www.pib.gov.in/PressReleaseIframePage.aspx?PRID=1792247&reg=3&lang=2
https://www.pib.gov.in/PressReleaseIframePage.aspx?PRID=1748288&reg=3&lang=2

